
①首都機能バックアップ構造の構築の法律等への明記

②政府業務継続計画における代替拠点の具体化

③国全体の業務継続計画（BCP）策定とその推進

①政府関係機関移転基本方針等に基づく各種施策の早期実現及び施策の深化

②社会実験の推進

③国家機関の移転推進

④国出先機関の地方移管の強力な推進

①事前防災から復興までの総合的な施策の推進

②防災機能をバックアップできる双眼構造の確保

①空港の機能強化

②港湾機能の充実強化

③道路整備の推進

④北陸新幹線の早期開業

⑤リニア中央新幹線の早期開業

⑥高速鉄道網の整備に向けた調査の確実な実施

⑦持続可能な社会資本の維持管理の推進

⑧公共交通の維持等に対する支援

①企業の本社機能等の地方への分散配置促進のための税制措置等の充実

①学校給食費の無償化

②高等学校等就学支援金制度の拡充

③質の高い教員確保のための施策の推進

④高等教育の負担軽減

⑤外国人の受入れ環境の整備

①地域創生に必要な財源の措置

②地域創生を総合的に支援する制度の拡充・創設

③地方創生に係る交付金（地方創生推進タイプ及び地方創生拠点整備タイプ）の制度改善

①地方の活性化につながるデジタル化の推進

②５Ｇなどの情報通信基盤整備とこれを活かした社会の構築

③行政のデジタル化の推進

④ＧＩＧＡスクール構想の推進

(3)大規模災害に備えた「防災庁」の創設

令和７年度国の予算編成等に対する提案（11月提案）提案項目

Ⅰ　分権型社会の実現

１　国土の双眼構造の実現

(1)首都機能バックアップ構造の構築

(2)政府機関等の移転等

(4)国土の双眼構造を実現する社会基盤整備

２　地方創生の推進

(1)人・企業・大学等の地方分散の推進

(2)少子化対策の抜本強化及び多様な主体が活躍できる社会の構築

(3)地方創生を支援する仕組みづくり

(4)地方創生の実現に向けたデジタル化の推進
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①地方分権改革に関する抜本的な議論の開始

②立法プロセスへの地方の関与

①「広域行政ブロック単位の広域連合」が担う役割の法制化

②国に移譲を要請できる事務の範囲の拡大及び具体的な基準等の明確化等

③国の事務･権限の移譲の実現を図る｢地方分権特区(仮称)｣及び｢実証実験要請権｣の導入

①地方分権改革に関する「提案募集」への対応

②提案募集方式の見直し

③地方分権改革の新たな推進手法の提案

①地方自治の本旨に則った地方交付税措置

①南海トラフ巨大地震対策及び事前復興の総合的推進

②令和６年能登半島地震を踏まえた災害対策

③激甚化する台風災害等への対策

④大規模災害の減災、復旧・復興対策

①国土強靱化に向けた取組の抜本強化

②防災・減災対策に資するインフラ整備等

③インフラ分野におけるDXの推進

④緊急防災・減災事業の充実

⑤流域全体で水害を軽減させる治水対策の推進

⑥災害に強い総合的な治水対策の推進

⑦ダム運用の高度化の推進とダム再生の推進支援

⑧土砂災害対策の推進

⑨農業用ため池の防災・減災対策の推進

⑩高潮・高波対策及び海岸の漂着物処理に対する支援

⑪津波対策の推進

⑫建築物等の耐震化の推進

⑬高速道路サービスエリアを活用した防災拠点の整備

①地域医療体制の確保

②地域医療構想の実現

③ドクターヘリ運航体制の充実強化

④医療機関の災害対応力強化

⑤災害時の保健医療福祉活動に係る体制強化

４　地方税財政制度の充実・強化

３　地方分権改革の推進

(1)国と地方の関係の再構築

(2)「関西広域連合と国とが協議により調整を行う新たな枠組み」の制度化

(3)「広域行政ブロック単位の広域連合」への国の事務･権限の移譲を促進する仕組みの法制化

(4)国からの事務・権限移譲の推進

(1)地方一般財源総額の確保

(2)地方交付税の機能の確保・充実

Ⅱ　広域的な課題解決

１　防災・医療の充実による「安全・安心圏域」の創造

(1)南海トラフ巨大地震等大規模災害への対応

(2)大規模災害に備えたまちづくり基盤の整備

(3)医療提供体制の確保・充実
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①新型コロナウイルス感染症への対応

②新興感染症等に備えた対応力の強化

①豚熱等家畜伝染病の被害防止対策の強化

②鳥インフルエンザの家畜伝染病対策の強化

①訪日旅行促進事業の充実

②空港の魅力向上対策

③国際観光旅客税の一定割合の地方への配分

④観光・MICE需要の回復に向けた誘客促進

①関西文化の取組を踏まえた大阪・関西万博等に向けた文化プログラムの推進

②文化力による地方創生の取組の強力な展開

③「古典の日に関する法律」に基づく施策の一層の展開

①脱炭素社会づくりの推進のための枠組みの早期確立

②企業や家庭における節電・省エネの促進

③再生可能エネルギーの最大限の導入

④脱炭素社会の実現に向けたエネルギー関連技術の開発等の促進

①鳥獣被害防止対策予算の確保・拡充

②鳥獣捕獲に係る標準的な積算基準等の作成

(8)家畜伝染病の被害防止対策の強化

(4)感染症対策の充実・強化

(5)危険ドラッグ対策の充実強化

(6)ギャンブル等依存症対策の推進

(7)がん対策の推進

(2)鳥獣被害防止対策の推進

２　新時代の文化・観光首都の創造

(1)外国からの誘客促進及びアウトバウンドの推進

(2)大阪・関西万博等に向けた文化振興施策の充実

３　攻めの農林水産業の確立

(1)国際競争力のある農林水産業の実現

(2)地産地消の推進

(3)農林水産業の補償制度の拡充及び消費拡大・販路促進対策の強化

(4)新規就農支援策の拡充

(5)実効的な農地制度の維持、推進のための支援

４　脱炭素社会の実現とエネルギー政策の推進等

(1)脱炭素社会の実現
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(5)機運醸成を図るための各地でのスポーツ大会の開催支援

２　大阪・関西万博開催の効果を関西全体に波及させるための取組の支援等

(1)インフラ整備計画の着実な推進

(2)万博関連事業（ソフト事業・規制改革）推進への支援

Ⅲ　その他関西の重要課題

１　ワールドマスターズゲームズ2027関西への支援

(1)国家的プロジェクトとしての支援の強化

(2)東京2020大会等で再認識されたスポーツの価値・役割の発信に資する取組の推進

(3)大会開催延期に伴う準備段階から国等による財政支援等

(4)世界の人々が感動する大会の開催とスポーツツーリズムの実践


